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要旨 

 精神保健及び精神障害者の福祉に関する法律（以下、精神保健福祉法）第２６条に基づく

矯正施設長通報の現状を把握するため、２０１６年度における通報例について、都道府県・

政令指定都市に協力を依頼し、矯正施設長通報について、調査を行った。 

 本研究について、１つの報告書とすると、かなりの分量となってしまう。このため、この

報告書は、次の４つに分けた。 

《１》矯正施設長通報調査の概要と転帰（2016 年 5 月、n＝299（概要は n＝389）） 

《２》矯正施設長通報の検討（2016 年 5 月＋2016 年度指定医診察、n＝389） 

《３》事前調査の検討（2016 年 5 月＋2016 年度指定医診察、n＝389） 

《４》指定医診察例の検討（2016 年度指定医診察、n＝98） 

 本稿では、このうち、《４》指定医診察例の検討、について、以下、「述べることとした。 

《４》指定医診察例の検討 

【目的】矯正施設長通報について現状を把握し、必要な対応を検討するに当たっての基礎資

料とすることを目的として調査を行った。 

【方法】全国 47 都道府県・20 政令指定都市すべての精神保健福祉主管課に対し、調査を行

った。対象は、2016 年 4 月 1 日から 2017 年 3 月 31 日までに実施したすべての矯正施設長
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通報からの指定医診察例とした。措置入院に関する診断書からは診断、症状、問題行動など

について、措置症状消退届からは診断、措置解除後の処置に関する意見、帰住先などについ

て、転記を求めた。この研究実施については、長崎県精神医療センター倫理委員会の承認を

受けた。 

【結果】回答 52 自治体のうち、38 自治体（29 都道府県・9 政令市）から対象 98 例の提出

を受けた。男性 88 例、女性 10 例（男女比 8.8：1）、平均年齢±標準偏差は 42.8±13.7 歳で

あった。指定医診察の結果、要措置 57 例、措置不要 41 例であった。緊急措置入院となった

例は、なかった。 

 措置不要 41 例の転帰は医療保護入院 7 例、精神科通院 11 例、医療不要 3 例、その他 5

例、不明・未記入 15 例であった。 

 観察期間は、ケースにより最短 1 年半、最長 2 年半であるが、要措置 57 例のうち、56 例

は措置解除されていた。措置解除時の転帰は、任意入院 10 例、医療保護入院 34 例、転医 1

例、精神科通院 7 例、医療不要 1 例、その他 3 例であった。 

 措置入院期間は、中央値 88 日、平均日数±標準偏差は 129.7±153.4 日（最少 14 日、最大

825 日で措置入院継続中）、180 日目の入院継続率 14.0％であった。 

【結論】指定医診察例のうち、実際に要措置となるのは 58％と、他の通報形態に比して少な

かった。大多数は観察期間のうちに措置解除されており、長期措置入院となっていたのはご

くわずかであった。 

A.研究の背景と目的 

 矯正施設長通報は顕著に増加しているが、

そのような増加のもとでも、《３》事前調査

の検討、において報告したように、精神症状

が明らかな例や問題行動が重篤な例では指定

医診察が実施されており、指定医診察を要す

るかどうかについての適正な事前調査が行わ

れていることが明らかとなった。 

 それでは、実際に指定医診察の結果は、ど

のようなものであったのだろうか。また、要

措置となったケースは、どの程度の期間、措

置入院し、措置解除後はどのように対応され

たのであろうか。 

 そこで、矯正施設長通報について現状を把

握し、必要な対応を検討するにあたっての基

礎資料とするため、本稿では、指定医診察が

実施された例を対象に、措置入院に関する診

断書と措置症状消退届の検討を行った。 

 

B.方法 

 全国 47 都道府県・20 政令指定都市すべて

の精神保健福祉主管課に対し、調査を行っ

た。対象は、2016 年 4 月 1 日から 2017 年 3

月 31 日までに実施したすべての矯正施設長

通報からの指定医診察例とした。 

 調査全体については、《１》矯正施設長通

報調査の概要と転帰、に述べた。また、この

研究における調査区分は、図１に示した。 

 具体的な調査内容は、年齢、性別、病名、

入院回数、精神症状や問題行動、医学的総合

判断など、以下の項目を「措置入院に関する

診断書」から所定の調査票に転記を求めた。

また、年齢、性別、病名、措置解除後の処

置、退院後の帰住先など、以下の項目を「措

置症状消退届」から所定の調査票に転記を求

めた。 

 

（１）「措置入院に関する診断書」より転記

する項目 

① 申請等の添付資料の有無 

② 年齢・性別 

③ 病名 

④ 入院回数 

⑤ 重大な問題行動 
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⑥ 現在の精神症状、その他の重要な症

状、問題行動等、現在の状態像 

⑦ 医学的総合判断 

⑧ 診断日 

⑨ この診断書の診断が措置診察か緊急措

置診察かの区別 

 

（２）「措置入院者の症状消退届」より転記

する項目 

① 報告日 

② 措置年月日 

③ 年齢・性別 

④ 病名 

⑤ 措置解除後の処置に関する意見 

⑥ 退院後の帰住先 

⑦ 措置解除希望日（または措置解除日） 

（倫理的配慮） 

 以上のことを含む研究計画書について、研

究代表者が所属する、長崎県精神医療センタ

ー倫理委員会に審査を受け、2018 年 9 月 19

日に承認を受けた。 

 

C.結果 

１．措置入院に関する診断書について 

（１）年齢・性別 

 年齢・性別は、図２に示した。 

 2016 年 4 月 1 日から 2017 年 3 月 31 日ま

での矯正施設長通報・指定医診察は 98 例、平

均年齢±標準偏差は42.8±13.7歳、男性88例、

女性 10 例、男女比 8.8：1 であった。 

 なお、前回 2000 年 4 月 1 日から 2001 年

3 月 31 日までの矯正施設長通報・指定医診

察は 85 例、37.8±12.3 歳、男性 78 例、女性

7 例、男女比 11.1：1 であった。 

 この２群において、年齢（F=1.241< 

F.01(97, 84)=1.413，n.s.）、性別（Fisher 片

側 p=0.4221, n.s.）に差異はなかった。 

 

（２）診断 

 診断は、主たる診断ごとに、図３に示し

た。 

 措置入院に関する診断書は、１名の指定医

で措置不要となる場合は１枚にとどまるが、

２名の指定医が診察した場合には 2 枚、緊急

措置診察が行われた場合には３枚が存在する

こととなる。この研究では、通常診察の診断

書２枚がある場合には、２名の指定医の診断

カテゴリーが一致している場合にはその範囲

とし、一致していない場合は不一致例として

取り扱うこととした。 

 全例では措置入院 57 例、措置不要 41 例

であったが、F0 器質性精神障害 3 例（うち

措置入院 1 例）、F1 精神作用物質使用障害

21 例（措置入院 16 例、措置不要 5 例）、F2

統合失調症 30 例（措置入院 18 例、措置不

要 12 例）、F3 気分障害 8 例（措置入院 3

例、措置不要 5 例）、F4 神経症 2 例（全例、

措置不要）、F6 人格障害 3 例（うち措置入院

1 例）、F7 知的障害 4 例（全例、措置不

要）、F8 発達障害 2 例（うち措置入院 1

例）、なし 4 例（全例、措置不要）、不一致

21 例（措置入院 17 例、措置不要 4 例）であ

った。 

 なお、前回 2000 年 4 月 1 日から 2001 年

3 月 31 日までの矯正施設長通報・指定医診

察 85 例では、F0 器質性精神障害 3 例、F1

精神作用物質使用障害 24 例、F2 統合失調症

38 例、F3 気分障害 1 例、F6 人格障害 4

例、F7 知的障害 3 例、その他 4 例、不一致

8 例であった。これを F1、F2、その他、不

一致の４群に分けて検討すると、2000 年度

は F1 は 24 例、F2 は 38 例、その他 15 例、

不一致 8 例、2016 年度では F1 は 21 例、F2

は 30 例、その他 26 例、不一致 21 例で、

2016 年度で統合失調症が減り、不一致が増

えていた（χ2＝9.042、 p＜0.05）。 

 不一致 21 例は、表１左段に示した。 

 不一致 21 例における指定医診察の転帰

は、措置入院 17 例、措置不要 4 例であっ

た。 

 また、いずれかの指定医が従診断を有する

と重複診断した 35 例は、表１右段に示し
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た。 

重複診断 35 例では、措置入院 25 例、措置

不要 10 例であった。いずれの指定医も従診

断を診断しなかった 63 例では、措置入院 32

例、措置不要 31 例となり、従診断を有する

と措置入院となりやすかった（Fisher 片側 

p=0.0373）。 

 

（３）症状・問題行動 

 症状、問題行動は、２名の指定医が、どの

ように判断したかを解析するのに、98 例で

は不足であると考えられた。このため、筆者

らが次年度以降に予定している検察官通報例

や警察官通報例に対する判断と合わせて検討

する予定である。 

 

（４）措置診察の転帰 

 措置診察の転帰は、図４に示した。 

 57 例が措置入院しており、緊急措置入院

したケースはなかった。 

 なお、2000 年度の矯正施設長通報例では

措置入院 57 例、措置不要 26 例であり、今

回はやや措置不要が多い傾向がうかがわれた

（Fisher 片側 p=0.0773）。 

 

（５）措置不要例の転帰 

 措置不要となった 41 例については、医療

保護入院 7 例、精神科通院 11 例、医療不要

3 例、その他 5 例、不明・未記入 15 例であ

った。 

 なお、2000 年度の矯正施設長通報例では

措置不要 26 例で、その後に任意入院 1 例、

医療保護入院 7 例、精神科通院 10 例、医療

不要 4 例、欠損値 4 例となっていた。 

 入院か通院かその他かにまとめると、

2016 年 7 例、11 例、23 例、2000 年 8 例、

10 例、8 例となり、この両群に差異はなかっ

た（x2(2)=4.226, n.s.）。 

 

２．措置症状消退届について 

（１）措置入院期間 

 措置入院期間は、図５に示した。 

 措置入院した 57 例のうち、調査実施した

時点では最短 1 年半、最長 2 年半が経過して

おり、56 例が措置解除されていた。 

 措置入院期間は、平均日数±標準偏差で、

129.7±153.4 日、最少 14 日、最大 825 日であ

った。また中央値は 88 日で、措置入院 180 日

目の入院継続率は 14.0％であった。なお、措

置入院を継続していた例の措置入院期間は、

調査時点で計算した。 

 なお、2000 年度の矯正施設長通報で措置入

院した 59 例では、中央値 141 日（平均値未

算出）、180 日目の入院継続率 40.7％（24 例）

であった。 

 

（２）措置解除後の処置 

 退院後の処置は、前後するが、図４に示し

た。 

 医療保護入院 34 例、任意入院 10 例、転

医 1 例、精神科通院 7 例、医療不要 1 例、そ

の他 3 例であった。 

 なお、2000 年度の矯正施設長通報で措置

入院した 35 例では、入院継続 24 例（任意

入院 6 例、医療保護入院 10 例、入院形態不

明 8 例）、通院 4 例、欠損値 7 例であった。 

 入院継続か、それ以外かの比較では、

2016 年度は 44 例、12 例、2000 年度は 24

例、11 例で、差はなかった（Fisher 片側 

p=0.2054, n.s.）。 

 

（３）退院後の帰住先 

 退院後の帰住先は、図６に示した。 

 自宅・家族と同居 6 例、自宅・単身 4 例、

施設 4 例、その他 38 例、未記入 4 例であっ

た。 

 

（４）診断 

 措置解除時診断および入院時診断との一致

度については、次年度以降に検討する予定で

ある。 
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D.考察 

１．措置入院に関する診断について 

（１）年齢・性別 

 年齢・性別については、今回 2016 年 4 月

1 日から 2017 年 3 月 31 日までの 98 例と、

前回 2000 年 4 月 1 日から 2001 年 3 月 31

日までの 85 例で差異はなかった。 

 矯正施設長通報として通報されるケースの

うち、実際に指定医診察が実施される群に限

ると、差異はなく、制度を必要とする中核群

は変わっていないとも思われた。 

 

（２）診断 

 診断は、2000 年度に比して、2016 年度で

統合失調症が減り、不一致が増えていた。た

だ、不一致 21 例は表１に示したように変化

に富んでおり、明確な要因が指摘できる状態

でもなかった。このため、診断の差異は、他

の通報形態の動向もあわせて検討する必要が

あると思われた。 

 また、今回の報告でも、35 例（35.7％）

で重複診断が指摘されていた。重複診断があ

るものでは要措置と判断されやすい傾向はう

かがわれた。ただ、これは重複診断のため

か、それとも、元々、重症であるためかは、

これだけのデータからは判断しづらい。 

 

（３）措置診察の転帰 

 措置診察では、前回に比して措置不要がや

や増えているようでもあったが、統計的な有

意差までは認められず、今後模型化を検討す

る必要がある。 

 

（４）措置不要例の転帰 

 措置不要 41 例のうち、医療保護入院は 7

例にとどまり、精神科通院 11 例まで含める

と約半数に精神科医療を要する状態であっ

た。ただ、医療不要、その他、不明・未記入

なども約半数であった。 

 この分布は、2000 年度と大差なく、その

点でも中核群においては、差はないように思

われた。 

 

２．措置症状消退届について 

（１）措置入院期間 

 措置入院期間の中央値は 88 日で、2000 年

度の中央値 141 日より短縮していた。180 日

目の入院継続率も 40.7％（24 例）から

14.0％（8 例）に低下していた。 

 このように、措置入院期間の短縮は、矯正

施設長通報例においても認められていた。 

 なお、長期措置入院の調査では、矯正施設

長通報例が約 20％を占めていた 2)。調査時点

では大多数が措置解除されており、長期措置

入院となるのは一部に限られるようであっ

た。 

 

（２）措置解除後の処置 

 措置解除後の処置は、2000 年度と 2016 年

度で差はなかった。この点でも中核群におい

ては、差は生じていないように思われた。 

 

（３）退院後の帰住先 

 退院後の帰住先は、大半が入院継続である

ことから、入院先医療機関としたものが多か

った。一部、入院継続でも「自宅」「施設」

など実質的な帰住先を記載した消退届もあっ

たが、自治体の「指導」により、形式的な記

載が優先されていることもあり、実質的な帰

住先は不明であるものが目立っていた。 

 

３．まとめ 

 以上、精神保健福祉法第２６条に基づく矯

正施設長通報の現状把握を行うために、通報

書、事前調査書、措置入院に関する診断書、

措置症状消退届について分析した。 

 矯正施設長通報は、近年、顕著に増加して

おり、自治体ではその対応に多くの労力がさ

かれ、制度の意義について疑問の声もきかれ

るようであった。 

 実際の指定医診察については、2000 年度

と比較して大差なく行われており、この制度
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を真に要する中核群は、大きな変化がないと

もいえる状況であった。 

 ただ、措置入院制度全体では、あまり目立

たない矯正施設長通報ではあるが、長期措置

入院などでは約２割を占めるなど、一定の存

在感もあり、数が少なくても、対応には慎重

さを要するものと考えられた。 

 

E.健康危険情報 

 なし 

 

F.研究発表 

1.論文発表 なし 

2.学会発表 なし 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得 なし 

2.実用新案登録 なし 

3.その他 なし 
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図１ この調査における資料ならびに報告書《１》《２》《３》《４》の関係について
この調査においては、都道府県・政令指定都市に対して矯正施設⾧通報例について次の区分で資料提出を
求めた。
《１》2016年5月1日から2016年5月31日までの矯正施設⾧通報例として資料提出を受けた。

この群は、矯正施設⾧通報例の転帰（2016年5月、n＝299）として報告した
《４》 2016年4月1日から2017年3月31日までの矯正施設⾧通報・指定医診察例として資料提出を受けた。

この群は、指定医診察例の検討（2016年度指定医診察、n＝98）として報告した。
その上で、この報告書においては、
《２》矯正施設⾧通報の検討（2016年5月＋2016年度指定医診察、n＝389）
《３》事前調査の検討（2016年5月＋2016年度指定医診察、n＝389）
において、《１》と《４》の２群を比較した。

2016年
4月1日

2016年
5月1日

2016年
5月31日

2017年
3月31日

《４》 矯正施設⾧通報があり
指定医診察が行われた98例

《１》
矯正施設⾧
通報299例

重複8例

《２》《３》全389例について指定医診察要否判断の比較

図２ 年齢・性別
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男性88例、女性10例

男女比8.8：1
、
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図3 矯正施設⾧通報の指定医診察
診断
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F0器質性
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F2統合失調症

F3気分障害

F4神経症

F6人格障害

F7知的障害

F8発達障害

なし

不一致

措置入院した 措置入院せず

矯正施設⾧通報の指定医診察

不一致21例

措置入院した17例の診断
• F1＋F7：F3

• F2＋F1：F1 2例

• F3 ：F9

• F2＋F8：F7＋F2

• F0＋F6：F6＋F7

• F2 ：F3＋F7

• F2 ：F3

• F2 ：F6

• F1＋F8：F6

• F0＋F7：F7

• F1＋F7：F7＋F1

• F1＋F7：F2＋F7

• F1 ：F6＋F7

• F6＋F7：F8＋F7

• F2＋F7：F8＋F7

• F2 ：F0＋F2

措置不要4例の診断

• F4 ：なし
• F4 ：F9
• F2＋F1 ：F1
• F4 ：F4＋F9
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矯正施設⾧通報の指定医診察
措置要否判断に
影響する因子

•ロジスティック回帰分析
•決定木分析

実施予定

図4 矯正施設⾧通報の指定医診察
退院後の処置
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入院継続-医療保護入院

入院継続-他科

通院医療

転医

その他

措置症状消退届をもとに集計したため、
とりまとめ表とは、一部、集計値が異な
るところがある。

参考：とりまとめ表による集計
任意入院10例
医療保護入院34例
転医1例
精神科通院7例
医療不要1例
その他3例
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図5 矯正施設⾧通報の指定医診察
措置入院期間
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平均値129.7±153.4日
（最少14日、最大825日(措置継続中)）
中央値88日
180日目の入院継続率14.0％
なお、措置入院を継続していた1例の措
置入院期間は、調査時点で計算した。

2000年度の矯正施設⾧通報で措置入院し
た59例では、
中央値141日（平均値未算出）
180日目の入院継続率40.7％（24例）

図6 矯正施設⾧通報の指定医診察
措置解除後の帰住先
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4

4

38

4

0 5 10 15 20 25 30 35 40

自宅・家族と同居

自宅・単身

施設

その他

未記入

帰住先は大多数が「その他」であった。

その他38例の記載内容は、

入院継続として医療機関名称など：9例

ダルク入所：1例

未定・不明：6例

未記入空白：22例

都道府県・政令市において、この欄に
「措置解除直後の状況を記載すること」
との指導がなされている場合が少なくな
く、このため、退院後の帰住先について
の情報を大づかみすることができない。
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通報
98例

実施 92例
不実施6例

事前調査

措置解除
56例

指定医診察
98例

措置不要
41例 措置入院

57例
医療保護入院7例

精神科通院11例

医療不要3例

その他5例

不明14例

未記入1例

任意入院10例

医療保護入院34例

精神科通院7例

医療不要1例

転医1例 その他3例

2016年度
矯正施設⾧通報に基づく
指定医診察98例

指定医診察例を対象とした調査のため、
通報98例＝指定医診察98例

29都道府県＋9政令市＝38自治体
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表１　主診断が不一致例（左段）および従診断を有する例（右段）の一覧

措置診察 措置診察

主診断 従診断 主診断 従診断 の転帰 主診断 従診断 主診断 従診断 の転帰

F0 F6 F6 F7 措置入院 F0 F7 F0 措置入院

F1 F7 F2 F7 措置入院 F0 F6 F6 F7 措置入院

F1 F7 F3 措置入院 F1 F2 F1 措置入院

F1 F7 F7 F1 措置入院 F1 F7 F1 措置入院

F2 F0 F2 措置入院 F1 F3 F1 F8 措置入院

F2 F1 F1 措置入院 F1 F1 F6 措置不要

F2 F1 F1 措置入院 F1 F1 G4 措置入院

F2 F1 F1 措置不要 F1 F1 F1 措置入院

F2 F6 措置入院 F1 F1 F1 F8 措置入院

F2 F8 F7 F2 措置入院 F1 F6 F1 措置入院

F3 F7 F2 措置入院 F1 F7 F2 F7 措置入院

F3 F2 措置入院 F1 F7 F3 措置入院

F3 F9 措置入院 F1 F7 F7 F1 措置入院

F4 なし 措置不要 F2 F0 F2 措置入院

F6 F1 F8 措置入院 F2 F1 F1 措置入院

F6 F1 F1 措置入院 F2 F1 F1 措置入院

F7 F0 F7 措置入院 F2 F1 F1 措置不要

F8 F7 F2 F7 措置入院 F2 F0 F2 F0 措置入院

F8 F4 F8 措置不要 F2 F8 F7 F2 措置入院

F8 F7 F6 F7 措置入院 F2 F6 措置不要

F9 F4 措置不要 F2 F6 措置不要

F3 F7 F2 措置入院

F3 F1 F3 F1 措置入院

F3 F7 措置不要

F3 F7 措置不要

F3 F0 措置不要

F6 F1 F8 措置入院

F6 F1 F1 措置入院

F7 F0 F7 措置入院

F7 F1 措置不要

F7 F4 措置不要

F8 F7 F2 F7 措置入院

F8 F4 F8 措置不要

F8 F7 F6 F7 措置入院

F8 F3 F8 F3 措置入院

　左段は、２名の指定医の主診断が不一致と

なった21例である。指定医診察の転帰は、措

置入院17例、措置不要4例であった。

　左段は、いずれかの指定医の診断におい

て、従診断が付された35例である。指定医診

察の転帰は、措置入院25例、措置不要10例で

あった。

　なお、左段と右段では重複したケースがあ

る。

　指定医2名の場合、調査票の4ページの記載

を指定医Ａ、5ページの記載を指定医Ｂとし

た。診察がＡ→Ｂ、Ｂ→Ａの順か、同時に行

われたかは、調査していない。

指定医Ａの 指定医Ｂの指定医Ａの 指定医Ｂの
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